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1　はじめに
　商品の社会的流通は，基本的には，生産者一商業機関　　消費者という過程をたどり，ま
た，この過程は生産者の商品販売活動一商業機関の再販売購買活動一消費者の商品購買活
動の連鎖によって形成され，これをめぐる社会的しくみが流通機構を成立させる。この場合，
消費者は商品の購買活動の主体として把握される。また一般に経済学でも，消費は商品の購買
活動の結果として貨幣量的に把えられ，消費者の所得がどれだけ消費のために支出されたかと
いう家計（家計支出）として説明されるのが普通である。
　消費者の商品購買活動はそれ自体が目的ではなく，購買商品を生理的・物理的また精神的意
味での消費・使用によって，消費者の生にたいする貢献，人間としての幸福追求の糧とするこ
とが目的である。さらに，目的を果たした商品の廃棄やリサイクルの問題もこれに付随した課
題とされる。したがって，消費者の活動をその活動過程にそって考察するときには，消費者の
商品購買行動に関する考察，商品の消費・使用の諸状況に関する考察，消費・使用後の廃棄物
の処理に関する考察，さらには，これらの諸活動に直接・間接に影響する環境的諸要因に関す
る考察などとその考察領域は延長・拡大されることになる。
　また，視点を変えて見ると，消費者は具体的には家庭（世帯）を基礎として国民経済の構成
単位を形成し，他の構成単位との経済的関係を維持しながら活動する経済主体としても把える
ことができる。そこで，国民経済の構成要素としての消費者を家庭経済と概念規定し，こうし
た視点から，消費者の商品・サービスの購買・消費活動を考察してみようとするのが本稿の一
　　　　　注1）つの目的である。
注1）消費者の活動を単なる家計として把えるだけでなく，その幅広い生活の状態をも明らかにし
　ていこうとする学問領域にもいろいろな立場がある。また，家庭経済という用語を用いていても，
　その概念は必ずしも統一されたものとはなっていない。
　　こうしたことに関しては次の著書を参考とすることができよう。
　　能勢信子・小玉佐智子著『家族経済学』有斐閣，1982
　　柏尾昌哉著『生活の経済』実教出版，1985
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II家庭経済としての消費者
　国民経済は大きく分けると政府（中央・地方），企業（生産・商業），家庭経済（消費者）と
いう三つの経済主体によって構成される。家庭経済と他の経済主体との関わりをみると，政府
とは①租税，社会保険料等の政府への納入，企業とは②労働力の提供と所得の獲得，③商品の
購買，さらには，④資金供給（貯蓄）といった四つの主要な経済領域で関わりをもつ。これら
の経済領域は家庭経済にとっての外的な経済関係であると同時に，その内的な活動に大きく影
響し，家庭経済の諸活動を制約しまた助長する。
　わが国では産業構造が高度化し，就業者のほぼ95％が勤労所得者（いわゆるサラリーマン）
である。勤労所得者の家庭経済としての四つの活動領域について概観すると，次のような諸点
をみることができる。
（1）労働力の提供（所得の獲得）
　家庭経済はまず，企業，政府（中央・地方）その他の社会的生産活動のために労働力を提供
し，その報酬として所得を得る。所得は家庭経済の経済活動の根拠である。より品質（能力）
の高い労働力はより多くの所得をもたらすので，家庭経済も多種多様の商品やサービスを購
買・消費して，提供すべき労働力の質の向上と，よりよい労働力の再生産につとめることにな
る。
（2）租税，社会保険料等の政府への納入
　勤労所得者はあらかじめ決められた比率によって税金や社会保険料等が所得から差し引かれ，
政府へ納入される。家庭経済が自由に処分できる所得は，これらを差し引いた残りの可処分所
得である。税金は政府の立法・司法・行政活動を通じて各種のサービスとなって人々に還元さ
れ，社会保険料はいずれ年金等の支給を通じても還元される。これらの公的支出の多寡は可処
分所得の多寡に大きく影響する。
（3）商品の購買
　家庭経済が消費者として直接に商品流通に関与する領域である。商品の購買に伴う代金の支
払いは企業としての商品供給者（商業機関・生産者）の資本活動の循環を促進する。家庭経済
は労働力の継続的提供によって安定した所得を得るために，また，将来より品質の高い労働力
を提供して多くの所得が得られるように，さらに，生活の合理化や・効率化を求め，生活を楽
しみ，より自己実現を果たし得る生活を創造して行こうと，各種の商品やサービスを購入して
　　　多田吉三著『生活経済学』晃洋書房，1989
　　　伊藤セツ著『家庭経済学』有斐閣，1990
　　　坂本武人著『新しい家庭経済学』法律文化社，1990
　　　江見康一・伊藤秋子編『家庭経済学』第3版，有斐閣，1997
　　　上記の3つの著書で用いられている「家庭経済」という用語の概念もその内容は同じではない。
　　本稿で用いる家庭経済の概念は江見・伊藤氏の編著で用いているものと同じである。こうした意
　　味を持つ家庭経済概念を流通機構の終点とされる消費者に適用することによって流通論の体系が
　　どのように構築できるかを探ることも，本稿がはるかに意図するところである。
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消費・使用する。家庭経済がより多くの商品やサービスを購買し，消費・使用することによっ
消費生活水準の高度化がはかられていく。
（4）貯蓄
　家庭経済は可処分所得のすべてを消費に回さずその一部を貯蓄する。貯蓄は将来の予定され
たまたは不測の支出に対する準備である。貯蓄は支出のときまで，よりよい流動性・安全性・
収益性を求めて各種の金融資産に運用される。銀行などの金融機関に預金された貯蓄は金融機
関の融資活動を通じて企業等へ貸付けられ，貸付け利子の一部が預金利子として預金者である
家庭経済に支払われる。貯蓄が証券等に投資される時には，証券発行者（企業や政府）から利
子や配当が投資家である家庭経済に直接に支払われる。いずれにしても，貯蓄が金融資産とし
て運用されると，家庭経済は資金供給主体としての経済領域をもつことになる。
III家庭経済の所得と貯蓄
　消費者を家庭経済として把握すると，消費者の商品購買活動はその経済活動の一領域として
理解され，また，家庭経済の他の経済活動と密接な関係を持ち，これらに大きく影響されるこ
とになる。
　消費者の商品購買活動は，商品の購買と代金の支払いとされるが，家庭経済の消費活動とし
てみると商品の購買（代金の支払い）一購買商品の消費・使用一廃棄という一連の活動と
して理解されるべき経済活動である。
　家庭経済の消費活動とくに商品購買活動は，まず，家庭経済での所得と貯蓄とによって大き
く影響される。
　1．家庭経済の所得
（1）所得源泉
　家庭経済が消費・使用する商品は所得からの支出によって取得される。勤労所得者の所得源
泉には①給与所得，②財産所得，③移転所得などがある。
①給与所得一勤め先からの収入であり，勤労所得者の基礎的所得である。わが国の給与は，
これまで，終身雇用制，．年功序列型賃金体系が一般的であったため，勤労所得者が勤務する企
業の規模（大企業か中小企業か），学歴（高学歴者か否か），職種（管理的職種か否か），年齢（勤
続年数の長短），雇用形態（正社員か臨時雇用か），性別（男・女），などによって大きく影響さ
れた。しかし，近年，企業経営の合理化・効率化・国際化が進んで，能率給や年俸制が取られ
るようになり，給与体系での変革が見られるようになってきている。
　②財産所得一勤労所得者が所有する財産から得られる所得である。財産は金融資産ないし
実物資産の形態で保有され，貯蓄の運用形態でもある。
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　金融資産は貯蓄が現金，普通預貯金，定期預貯金，各種の債券（国債・社債など），株式，投
資信託の受益証券などのかたちで運用されたものである。これらの金融資産は現金を除いて利
子や配当などの果実所得を，また，株式は証券市場での売買を通じて価格変動差益（売買差益）
を家庭経済にもたらす。
　実物資産は貯蓄が土地や家屋などのかたちで運用されたものである。これらの実物資産は他
人への貸与によって，土地からは地代が，家屋からは家賃が家庭経済にもたらされる。しかし
一般の勤労所得者は財産所得を得る手段としてではなく自分たちの生活の基盤として実物資産
を所有する場合が多く，このときには財産所得は期待できない。
　株式や土地は市場での価格変動の大きな財産である。これらの資産の市場価格の上昇は家庭
経済の所有資産の価値を上昇させてその消費意欲を刺激し，いわゆる資産効果によって商品購
買を増加させる。またこれら資産の市場価格が下落したときには，いわゆる逆資産効果がはた
らいてその消費意欲を減退させ商品購買を縮小する。
　③移転所得一家庭経済が政府に納めた税金や社会保険料が，政府の財政支出での社会保障
費などとして，特定の人達に給付されるものである。具体的には生活保護費，恩給，年金，失
業保険金などがある。平均寿命の上昇や人口の老齢化などがこうした移転所得を増加させる傾
向にあり，税金などの公的支出の増加は家庭経済の可処分所得に大きく影響する。
（2）わが国の所得構造
　現在のわが国では家庭経済のほとんどが勤労所得者（給与所得者）である。表一1に示され
た勤労者世帯の年平均1か月間の実収入によってわが国の所得構造について考察してみよう。
　①1955（昭和30）年の実収入は2万9，169円で，1995（平成7）年のそれは57万0，817円とな
り，この40年間に19．6倍となった。この間の消費者物価指数の上昇を加味して修正した実質実
収入の上昇率は3．4倍である。こうした所得水準の上昇と所得の地域間格差の縮小によって，わ
が国ではほとんどの人達が中産階層意識を持つにいたっている。
　②勤労者世帯の実収入に共通することは，当然のことながら，所得の90％以上が勤め先収入
であり，また，世帯主収入に多くを依存していることである。このことは消費者の所得は世帯
主の勤務先の諸事情に依存することを意味する。たとえば，勤務先が企業であれば，先に指摘
した諸要素に加えて，その企業の業績，企業が属する業界の一般的状態，国民経済全般の状態，
国民経済に影響する国際的な政治・経済状況などによってその所得は影響される。
　賞与等の臨時収入は経済の高度成長期にはその比重を高めたが，低成長期に入るにつれてこ
れを低下させてきている。
　③実収入に占める世帯主収入の割合は若干の減少傾向を示し，反面，妻の収入の比重が着実
に増加してきている。これは女性の社会進出，パートタイマーなどの女性職場が拡大してきた
ことの反映である。
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表一1　勤労者世帯の年平均1か月間の実収入と構成比
年　次 実収入
勤め先 事業・内 他の経常 特別収入 可処分
収入 世帯主 配偶者の 他の世帯 職収入 収入 財産収 社会保 所得
収入 収入 員の収入 入 障給付
定期収入 臨時収入 （うち女）
賞与
1951 16，53215，528 13，793 12，3841 96
??735 250 754 14394 14，917
55 29，169 27，08024，065 20，9093，124 395 2，620 610 1，479 359 332 25，896
実　　60 40，89538，18534，05127，4466，536 893 3，241 912 1，798 586 286 37，708
65 65，14160，73954，11142，78711，259 2，823 3，8051，478 L309697 3961，61559，557
数　　70 112，949105，468 94，63270， 1224，4495，094 5，787 3，198 1，656732 6592，626 103，634
75 236，152 222，455 198，316 149，450 48，86615，294 8，84 4，5092，9091，059 1，586，199215，509
（円　　80 349，668 330，587293，362 226，117 67，245 24，39712，828 5，889 5，018 1，326 3，3758，191305，549
） 85 444，846 419，610 367，036 284，330 82，705 35，67716，897 6，388 7，9071，364 6，17110，940373，693
90 521，757 490，626430， 70 332，02698， 44 44，1015，8545，216 14，8861，59312，826 11，030440，539
95 570，817 536，458 467，799 374，1483，651 54，484 14，013 4，035 17，40888016，03712，917482，174
1951 100．0 93．9 83．4 74．98 4 10．5 1．5 4．8 0．9 0．6 90．2
55 100．0 92．8 82．5 71．70．7 1．3 9．0 2．1 5．1 L2 1．1 88．8
60 100．0 93．4 83．367．1 16．0 2．2 7．9 2．2 4．4 1．4 0．7 92．2
構　　65 100．0 93．283．1 65．7 17．3 4．3 5．8 2．3 2．0 1．1 0．6 2．5 91．4
成　　70 100．0 93．483．8 62．2 21．64．5 5．1 2．8 1．5 0．6 0．6 2．391．8
比　　75 100．0 94．2 84．0 63．3 20．76．5 3．7 1．9 1．2 0．4 0．7 2．6 91．3
80 100．0 94．5 83．9 64．419．2 7．0 3．7 1．7 1．4 0．4 1．0 2．3 87．4
（％　　85 100．0 94．3 82．5 63．918．6 8．0 3．8 1．4 1．8 0．3 1．4 2．5 84．0
） 90 100．0 94．0 82．5 63．6 18．9 8．5 3．0 1．0 2．9 0．3 2．5 2．1 84．4
95 100．0 94．0 82．0 65．516．4 9．5 2．5 0．7 3．0 0．2 2．8 2．384．5
（資料）総理府統計局「家計統計年報』1995年版。構成比のほか一部は計算による。
　④他の世帯員収入の比重は減少傾向にある。これは子女の進学率の上昇などによって若年齢
者層の就業率が低下していること，高等教育を終えて社会に巣立った子供達は直ぐに独立する
傾向が多くなってきた（単独世帯の増加）ことなどの反映とみることができる。
　⑤勤労者世帯の財産収入（財産所得）の総所得に占める比重は初めからあまり高くはない。
金融資産は安全性を第一に運用され，実物資産も所得を得る手段としてよりも生活の基盤とし
て所有する部分が多いからである。
　⑥社会保障給付（移転所得）は，老齢化社会の進展に伴って総所得に占めるその比重を増加
させてきている。
　⑦可処分所得の比重も減少傾向を示している。このことは，政府等に納められる租税や社会
保障費の増加傾向を反映し消費活動を抑制する。今後急速に進展する高齢化社会の到来によっ
て，社会福祉関係の負担増が可処分所得の相対的縮少を加速するとされている。
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　2．家庭経済の貯蓄
（1）貯蓄
　貯蓄は家庭経済が行う将来の予定されたあるいは不測の支出に対する準備である。貯蓄はそ
の所得から控除されて蓄えられるため，貯蓄の増加は相対的に消費に回る所得部分を縮小し，
商品購買を減少させるといわれる。しかし，貯蓄は貯蓄それ自体が目的ではなく，いずれは消
費支出となる。消費支出を現在の消費，貯蓄を将来の消費と規定すると，国民経済的には，現
在の消費には過去の貯蓄が現在の消費に転換した部分が含まれることになる。貯蓄はマクロ的
には現在の消費活動を拡大する作用としてはたらく。
　貯蓄は予定された支出への準備である。例えば自分たちが住む土地・家屋の購入資金を蓄え
る場合，目的物を購買するまでの蓄えの積み重ねが貯蓄であり，この間，貯蓄が金融資産のか
たちで運用されれば果実所得が得られる。貯蓄が土地・家屋の購買のために用いられれば，そ
の時点での支出になる。購買された土地・家屋は家庭経済の実物資産となり，消費者信用の担
保として機能し，また時として資産効果をもたらすことにもなる。
　土地・家屋の取得は，貯蓄の結果として実現されるだけではなく，信用供与によって先に土
地・家屋を入手し，供与された信用の分割返済によっても行われる。この分割返済の過程を貯
蓄過程と考えれば，両者とも所得部分から一定額が支出され現在の消費を制約する点では同じ
であり，貯蓄過程では果実所得が取得でき，信用返済過程ではこれ（供与された信用に対する
利子）を支払うという違いだけともいえる。したがって供与された信用の分割返済も家庭経済
の貯蓄（マイナス貯蓄）とすることができる。
（2）貯蓄による資金供給
　国民経済的にみて，企業ならびに政府は資金不足部門であり，大量の貯蓄を擁iしている家庭
経済は資金余剰部門である。企業が必要とする資金供給は，①企業家自らが所有している貯蓄
資金の出資，②企業利益の再投資，③社会的蓄積資金への依存という過程が存在する。経済の
発展により企業規模が拡大し，より多くの企業資金需要が生じると，①・②の資金供給過程に
は自ずと限界があり，③の過程への依存度が拡大する。企業は株式や社債の発行による直接金
融によって家庭経済の貯蓄を企業資金として導入し，また，各種の金融機関からの融資によっ
て家庭経済が預金した貯蓄を企業資金として導入する。特に経済が低迷している時期には，政
府の財政収入（税収入）が減退するため，景気浮揚策に必要な財政資金を大量の国債発行によ
って賄おうとする。これらの国債の多くは各種の金融機関によって引き受けられるとしても，
その資金源泉は家庭経済による預金である。
　家庭経済の貯蓄が各種の金融資産形態で運用されていることは，そのまま家庭経済の国民経
済に対する資金供給活動の状態を現すことになる。
（3）わが国の貯蓄構造
（69） 家庭経済に関する若干の考察 69
表一2　　個人金融資産残高の国際比較　　（1996年末）
（単位：億円）
日　　本 アメリカ イギリス ドイツ
金融資産残高A 12，091．513　　（100．0） 24，134，186　　（100．0）4，326，712　　（100．0）3，728，638　　（！00．0）
現金・通貨性預金
剪~性預金
ﾛ険・年金
1，364，835　（ll．3＞
U，278，608　　（51，9）
R，034，522　　（25．1）
　476，470　（2．0
S，125，520　　（17．1
V，317，922　（30．3）
一1．Ol3，421　（23．4）
Q，225，155　　（51．4）
　332，078　　（8．9）
P，253，740　　（33．6）
@802，692　　（2L5）
有価証券 1，410，248　　（11．7）8，725，496　　（36．2） 846，703　　（19，6）1，100，381　（29．5）
株式 739，360　　（6．1）5，066，588　　（21．0） 一　　（一） 222，665　　（6，0）
その他 3，300　　（0．0） 3，488，778　　（14．5） 241，433　　（5．6） 239，747　　（6．4）
金融負債残高B 3，695，625 6，005，218 1，158，877 291，669
純金融資産残高A唱 8，395，888 18，128，968 3，167，835 3，436，969
1人当り円換算比較
i単位千円）
金融資産残高C 9，618 9，054 7，361 4，552
金融負債残高D 2，940 2，253 1，972 356
純金融資産残高
b－D 6，679 6，801 5，389 4，196
純金融資産残高　　　　　　　　　　％雇用者所得 300．5 384．5 401．1 240．6
（資料）日本銀行『経済統計月報』『国際比較統計1。経済企画庁r国民経済計算j
　　（）内は構成比で％。「株式」についてはドイツは帳簿価格，他は市場価格。「その他」は株式会社以外への出資など。ドイツ
　　は統一ドイツベース。
　最近はやや減退してきたといわれながらも，国際的にみてわが国の家庭経済の貯蓄率は極め
て高いことが知られている。
　表一2によって，最近のわが国の家庭経済が金融資産として運用している貯蓄を米・英・独
三力国のそれと比較してみると，最も顕著な特徴は貯蓄性預金の割合が極端に高いことである。
またこれら三力国に比較すると，証券投資は極端に少なく，アメリカのそれの3分の1以下で
あり，特に株式による貯蓄運用の割合はアメリカの4分の1弱にすぎない。一人当たりの金融
資産残高に大きな差が見られないアメリカに比較した貯蓄構造のこうした特徴は，わが国の家
庭経済では貯蓄に対する安全性志向が高いことを現している。貯蓄性預金の割合は時系列的に
見ても常に40～50％台を維持しているところから，はわが国の家庭経済の貯蓄は，銀行等の金
融機関に集中し，したがって，国民経済的資金供給も間接金融の比重が高いことが特徴となっ
ている。
IV　家庭経済の消費活動
1．経済環境と消費活動
　家庭経済としての消費者の消費活動（商品購買一消費・使用）には，その所得や貯蓄が直接
に影響するが，同時に，家庭経済を取囲む経済環境からの影響を大きく受けることになる。
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　さらに，家庭経済の消費活動に影響する環境要因には，経済環境だけでなく社会的・政治的
要因もあり，さらに国際的な諸環境の変化も直接・間接的に影響する。そこで，ここでは，ま
ず家庭経済の消費活動に影響したわが国の経済発展を概観し，その上でわが国の家庭経済にお
ける消費活動の推移を考察したいと思う。
2．経済の推移
　第2次大戦が終了してから半世紀が経過し，21世紀も目前である。この間わが国の家庭経済
を取囲む経済環境も変わり，その消費活動も質・量ともに大きく変化してきた。そこで，この
半世紀に亘るわが国の経済の推移を表一3に示したように大きく区分し，それぞれの経済的特
徴を指摘してみたいと思う。もちろんこれらの時期区分の中にはさらに幾つかの景気変動が含
まれる。
（1）復興期（1945－55年＝昭和20－30年）
　この表に現れた数値では高い平均経済成長率を示しているが，この数値はあらゆる面で戦後
の荒廃（生産の荒廃，食糧難，インフレなど）つまりゼロからの再出発であったことに留意す
る必要がある。特にこの期の前半では極めて高度のインフレ（復金インフレ）に悩まされた。
ちなみに戦前（1934－35（昭和9－10）年＝1）と比較した東京都の消費者物価指数は1946（昭和
21）年に50．6となり1949（昭和24）年には236．9と急速に上昇した。わが国の経済はこの期の後
半になって漸く戦前の水準を回復した。ちなみに戦前（1934－35年＝100）と比較して1953（昭
和28）年には実質国民所得＝130，鉱工業生産＝161，消費水準；109となり，輸・出入を除いて
戦前水準を越えるものとなった（昭和31年度経済白書より）。このようにこの時期は後に続く経
済成長への足がかりを得た時期である。消費者の経済活動は所得，消費，貯蓄の面でまだ低水
準にあったといえる。
（2）高度成長期（1956－73年＝昭和31－48年）
　わが国の経済が世界に類を見ないとまでいわれた高度経済成長を果たした時期である。産業
構造iま平和産業としての重化学工業を定着させ，企業は設備の近代化による国際競争力の充実
表一3　　わが国の経済の推移（対前年伸び率％）
復興期 高度成長期 低成長期 バブル期 平成不況期時期
謨ｪ （1945－55）
i昭20－30）
（1956－73）
i昭31－48）
（1974－84）
i昭49－59）
（1985－91）
i昭60一平3）
（1992－98）
i平4－8）
平均実質GNP
Lび率 9．7 9．2 3．6 4．6 0．7
（資料）経済企画庁『国民経済計算年報』より作成
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のため多くの設備投資を行った。ちなみに1954（昭和29）年から1963（昭和38年）までの10年
間での年平均経済成長率は国民総生産が9．4％，個人消費が7．0％，設備投資が16．3％と計算さ
れる（日本銀行「日本経済を中心とする国際比較統計」昭和40年3月）。
　消費者の所得も急速に増加し，テレビ，電気洗濯機・電気掃除機・電気冷蔵庫などの電化製
品による生活の合理化，洋風の家具調度品の導入による生活の欧米化が進み，消費需要を拡大
した。漸く増加してきた貯蓄は金融機関を中心に蓄積され，産業の設備投資資金として活用さ
れた。この時期の後半は輸出が拡大し，国際収支の黒字が定着して，国際経済での地位も高く
なり，1964（昭和39）年には経済協力開発機構（OECD）に加盟し，先進工業国の仲間入りを果
たした。
（3）低成長期（1974－83年＝昭和49－59年）
　1973（昭和48）年秋の第1次石油危機はわが国に輸入インフレをもたらし，1974（昭和49）
年は戦後初めてマイナス成長となった。これを契機として，わが国の経済は内外の経済環境へ
の適応を意識した低成長路線へと転換した。貿易摩擦などの経済紛争を避けてわが国の企業の
先進経済国への進出も始まった。また，高度経済成長の歪みとしての公害や，環境汚染の問題
が大きく取り上げられる一一方で，消費活動では3C（カラーテレビ，クーラー，乗用車）と呼
ばれた高価格の耐久消費財の普及も着実に進んだ。
（4）バブル成長期（1984－91年＝昭和60一平成3年）
　この時期は，電子機器を中心に新しい産業の発達によって，経済的には再度の経済成長が期
待された時期である。しかし，企業は収益の多くを，また，低コストのエクイティーファイナ
ンス（株式の発行を伴う資金調達）によって集めた資金を金融資産や不動産に運用し，株価や
土地価格が高騰した。消費者もいわゆる資産効果によって株式や土地・住宅を始め宝石や貴金
属，高価格のブランド商品などに対する需要を増大させた。
（5）平成不況期（1992－98年；平成4　－10年）
　これまで4年間に亘って急速に上昇した株価は1990（平成2）年初頭から下落に転じ，1992（平
成4）年6月にはピーク時の株価の2．5分の1となった。このことが引金となって不動産価格
も下落し，金融機関は大量の不良債権を抱え込み，企業も財テクの失敗がその経営活動に多く
の負担を課す結果となった。消費者は逆資産効果によて消費活動を引き締め，商品の価格によ
り以上の関心を持つようになり，価格破壊を引き起こすこととなった。生産・消費活動の低迷
はほぼ10年間続き，近年の経済法規的規制緩和による企業活動範囲の自由化，持ち株会社や企
業合併の進展，さらにはリストラといった産業再編成の急速な展開がすすみ，最近漸く生産部
門では緩やかな回復が続いているとの判断がなされるようになった。
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　3．家庭経済の消費構造の推移
（1）消費項目別消費活動
　わが国の家庭経済の半世紀にわたる消費活動の推移を，商品グループ別にその購買に支出さ
れた金額で現した項目別消費支出額の統計を，便宜上，総支出額に占める消費項目ごとの支出
割合を3年間の平均値として示した表一4と，主要な耐久消費財の普及状況を3年間隔で現し
た表一5によって考察してみよう。
　①食料費　　これには穀類，魚介類，肉類，乳卵類，野菜・海草，果物，油脂・調味料，菓
子類，調理食品，飲料，酒類，外食などへの支出が含まれる。戦後の半世紀を通じて一貫して
その比率を低下させているのが食料費である。上に説明されたわが国の経済の推移区分に当て
はめると，復興期の初期には60％以上を示していたエンゲル係数は高度成長期に入ると40％台
となり，以後着実に低下して現在では20％台となっている。エンゲル係数の低下は家庭経済の
所得の上昇と生活水準の向上を端的に現すものである。また，食料それ自体も，主食（特に米
飯）の占める割合が低下し，副食，嗜好的食品，外食などに対する比重を増加させている。こ
うした傾向は，生活様式の洋風化や嗜好の変化，加工食品・調理済食品や外食産業の発展，さ
らには，女性の社会進出などが大きく影響している。
　②住居費　　これには家賃・地代，設備修繕・維持費などが含まれる。
　住居費は高度成長期以降4％台を示しながらも一貫して上昇傾向を保ち最近になって6％台
に入った。このことは所得の上昇に見合ったかたちで住居費も上昇してきたことを示している。
後に見るように被服・履物費は減少傾向を示している。衣・食・住といわれる人々の生活の基
礎のなかで，住だけが増加傾向を示しているのは，わが国の住宅事情が依然として改善されて
いない状況をも現している。
　③光熱・水道費一これには電気代，ガス代，他の光熱費，上下水道料などが含まれる。
　食料と同様に消費生活では必需的性格を持つ支出項目である。この半世紀を通じて4～5％
台で変動している。この品目は，国際的な石油価格の変動，気候の変化などに影響される部分
も大きいが，特に高度成長期の前半に高い比重を示しているのは，急速な家庭電化製品の普及
とも重なるものと思われる。
　④家具・家事用品費　　これには家庭用耐久財，室内装備・装飾品，寝具類，家事雑貨，家
事用消耗品，家事サービスなどへの支出が含まれる。
　経済の高度成長期に比重を増加させてきたこの項目は，低成長期以降その比重を低下させて
きている。高度成長期における生活の洋風化の進展，家庭電化製品の急速な普及などの反映と
思われる。
　⑤被服・履物費　　これには和服，洋服，シャツ・セーター類，下着類，生地・糸類，他の
被服，履物類，被服関連サービスなどへの支出が含まれる。
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表一4　費目別消費支出割合の推移一3年毎の平均値による一
年間 食料費 住居費 光熱・?ｹ費
家具家
沫p品
被服・
囎ｨ費 教育費
教養・
竓y費
保健・
纓ﾃ費
交通・
ﾊ信費
その他の
ﾁ費支出
1947－49 6Ll61．76 4．66 2．3210．82 2．08 6．31 5．98 1．96 2．94
1953－55 50．05 2．83 5．65 2．0212．53 2．71 5．67 5．43 1．6411．10
1956－58 44．40 3．94 5．56 2．97 11．94 3．20 5．47 2．19 1．96 18．37
1959－61 41．44 4．20 5．84 4．5912．10 3．26 6．09 2．25 2．0418．23
1962－64 38．60 4．41 5．11 4．86 12．38 3．33 6．56 2．41 2．8719．46
1965－67 37．41 4．31 4．88 4．4411．30 3．73 6．93 2．48 3．9420．57
1968－70 34．72 4．65 4．47 5．3410．95 2．91 7．49 2．63 4．8821．96
1971－73 32．64 4．86 4．33 5．41 9．72 2．60 8．29 2．66 5．8623 17
1974－76 32．06 4．91 4．42 5．009．29 2．02 8．36 2．53 6．1124．48
1977－79 30．31 4．66 4．82 4．55 8．40 3．36 8．38 2．58 7．6425．54
1980－82 28．68 4．61 6．13 4．21 7．56 3．70 8．54 2．52 8．3425．70
1983－85 27．28 4．66 6．46 4．20 7．093．91 8．75 2．55 9．0325．94
1986－88 26．10 4．88 5．92 4．11 7．17 4．27 9．11 2．61 9．3126．51
1992－94 24．38 5．73 5．69 3．85 6．66 4．61 9．92 2．88 9．6626．62
1995－97 22．37 6．82 5．69 3．635．83 5．30 9．56 2．7911．39 26／58
（資料）1947～55年は総理府『戦後10年の家計』，56年以降は総務庁『家計調査』による。1947～55年は全国全世
　　　帯，56～62年は人口5万人以上の都市全世帯，63年以降は全世帯の数値。
　復興期から高度成長期にかけて高い比重を示していたこの項目は，低成長期以降その比重を
低下させてきている。復興期の初期には衣料事情は極めて悪く，その後期になって漸く必需的
な需要が充足される。高度成長期になると，その本質的機能に加えて副次的機能（色彩，スタ
イル，デザインなど）に対する欲求も進み，多様化した需要がその比重を高めたものと思われ
る。その後の比重低下は，婦人服などに流行を追った需要が継続されているとはいえ，男子服
での既製品化や低価格競争の激化なども影響していると思われる。
　⑥教育費一教育費の比重は高度成長期の終りから低成長期の初にかけていったんは低下し
たが，その後は増加傾向にある。このことは，小子化傾向にありながら高学歴指向が進んだこ
と，授業料や進学のための補習学費が高くなってきたことなどの反映である。また，この教育
費は他の品目と違って，就学子女がいない家庭をも含めて平均した値である。したがって現に
就学子女を抱えている世帯での教育費の負担はここに現れた数値よりも数段高い負担率を示す
ことになる。
　⑦教養・娯楽費　　これには教養娯楽用耐久財，教養娯楽用品，書籍・他の印刷物，教養娯
楽サービスなどへの支出が含まれる。
　この費目の比重は一貫して上昇傾向を示している。このことは，一般的にいって，生きるた
めの消費活動から，生活のための消費行動へ，また，人としての幸福を求める消費生活へと，
消費の質的転換（物質的充足から精神的充足へ）が図られてきたことの現れとしてみることが
74 『明大商学論叢』第83巻第1号 （74）
表一5　主要な耐久消費財の普及状況
年 電気冷蔵庫 電気洗濯機 電気掃除機 テレビ 乗用車 エアコン VTRパソコン
白黒 カラー
1958 3．2 24．6 15．9
1961 17．2 50．2 15．4 62．5 2．8 0．4
1964 38．2 61．4 26．8 87．8 6．6 1．7
1967 69．7 79．8 47．2 96．21．6 9．5 2．8
1970 89．1 91．4 68．3 90．2 26．3 22．1 5．9
1973 94．7 97．5 85．265．4 75．8 36．7 12．9
1976 97．9 98．1 92．742．2 93．7 44．0 19．5
1979 99．1 99．0 95．7 26．9 97．854．6 35．5 2．0
1982 99．5 99．3 96．917．4 98．9 62．0 42．2 7．5
1985 98．4 98．1 97．4 99．1 67．4 52．3 27．8
1988 98．3 99．0 98．2 99．0 71．9 59．3 53．0 9．7
1991 98．9 99．4 98．7 99．3 79．5 68．1 71．5 11．5
1994 97．9 99．3 98．3 99．0 79．7 74．2 72．5 13．9
1995 97．8 99．0 98．3 98．9 80．0 77．273．7 15．6
1998 98．1 99．3 98．3 99．2 83．1 81．976．8 25．2
（資料）経済企画庁『消費と貯蓄の動向』，同『消費動向調査』による。1963年以前は人口5万人以上の都市，エ
　　　アコン・乗用車の64～65年は非農家世帯での数値。
できよう。
　⑧保険・医療費一これには医薬品，健康保持用摂取品，保健医療用品・器具，保健医療サ
ービスなどへの支出が含まれる。
　この費目は高度成長期以降若干の上昇を示しながらも2％台を保っている。これは医療技術
の進歩や人々の高齢化による医療費の増加を公的保健制度が補ってきたことの現れである。こ
うした医療費の公的負担を今後どう継続するかが大きな問題となっている。
　⑨交通・通信費一これには交通，自動車等関係費，通信などへの支出が含まれる。
　自動車の購入費をはじめ自動車関係費を含むこの項目は，一貫して最も高い増加傾向を示し
ている。勤労者世帯だけで見るとその比重は1990年代にはいると10％以上を示す。このことは
家庭経済での乗用車の普及や通勤圏の遠距離化などによるだけでなく，内・外旅行の盛行など，
生活を楽しむ傾向の現れでもある。
　⑩その他の消費支出一これには諸雑費，小遣い（使途不明），交際費，仕送り金などが含ま
れる。
　諸雑費や交際費などを含むこの項目も高度成長期以降一貫して増加し，バブル期以降では食
料費よりも高い比重を示すようになっている。このことは家庭経済での消費活動が多様化して
きたことの現れであり，消費生活水準の高揚を現すものである。
（2）耐久消費財の普及
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　主要な耐久消費財の普及状況を見ると，経済の高度成長期に三種の神器といわれ，消費活動
をリードしたテレビ，冷蔵庫・電気洗濯機・電気掃除機は，この時期に急速に普及し，低成長
期に入ったときにはすべてが90％以上の普及率となった。テレビも白黒テレビ（1967年に96％
の普及率）に代わって，カラーテレビが急速に普及し，低成長期にはいったときにはこれも90
％以上の普及率を示している。低成長期に3Cといわれたカラーテレビ（Colour　T．V．）乗用車
（Car），エアコン（Cooler）は，普及を先行させたカラーテレビに続いてこの時期に普及速度
を速め，1998年にはカラーテレビ99％，乗用車83％，エアコン82％と高い普及率を示している。
バブル期以降はパソコン，ワープロ（1998年では前者が25．2％，後者が42．0％）などの電子機
器の家庭経済での普及も着実に進めてきている。こうした耐久消費財の普及は高度成長期の末
期から低成長期の初期にかけての家具・家事用品費の比重増加に寄与しているものと思われる。
（3）基礎的消費と選択的消費
　消費支出が所得の増減にあまり影響を受けない消費支出（所得弾力係数が1より小さいもの）
を基礎的消費とし，所得の影響が大きい消費支出（所得弾力係数が1より大きいもの）を選択
的消費とした場合，食料費，住居費，光熱・水道費，保健・医療費，交通・通信費は前者に，
教育費，教養・娯楽費，その他の消費支出は後者に分類できる。家具・家事用品費や被服・履
物費は生活必需品として基礎的消費に分類できるが，いわゆるアンティークといわれる高級家
具類や，ブランド商品としての衣服や靴類は選択的消費としての性格が強く，両者の中間的消
費項目とすることができよう。
　中間的費用項目を除いて基礎的消費と選択的消費との割合の推移を見ると，この半世紀の間
に，一貫した前者の減少と後者の増加傾向が読み取られる。高度成長期の初期（1956～58年）
では基礎的消費の比重は58．05％，選択的消費の比重は27．04％であったが，その末期（1971～73
年）には前者が50．37％，後者が34．04％となっている。最近（1992～1994年）では前者が48．34
％，後者が41．15％となり，選択的消費の比重増加が顕著である。こうした傾向は，消費生活の
高水準化を現すとともに，子女の教育や，教養・娯楽，家事労働の外部委託などによる消費の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注2）サービス化の現れでもあり，こうした傾向は今後も継続するものと考えられる。
V　家庭経済と社会的環境要因
　家庭経済の消費活動は家庭経済の他の内部的経済活動の影響を受けると同時に，家庭経済が
おかれている外部的経済的環境からの影響を受け，また，社会的，政治的さらには国際的諸環
境の影響を受ける。
注2）　消費生活の高水準化をこうした視点から見て行く場合，基礎的・選択的消費支出と類別でき
　るのは家具・家事用品費や被服・履物費に限ったことではない。例えば，食料費に含まれる外食
　費には選択的消費に類別できる外食への支出も含まれるであろう。同じようなことは他の消費支
　出項目についてもみられるところである。したがって，より厳密な考察を進めるには，ここで行
　ったような取扱いでなく，全消費項目それぞれにっいての2類別化やその数値の集計が要求され
　ることになるであろう。
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　こうした環境要因の中で，ここでは社会的環境要因の幾つかをとりあげ，若干の考察を進め
てみたいと思う。
1．産業構造
　一般的に産業は第1次，第2次，第3次産業の三つに分類される。
　　第1次産業一農・林業，漁業
　　第2次産業一一鉱業，建設業，製造業
　　第3次産業一第1次・第2次産業以外のもの（商業，金融業，交通業，サービス業など）
　これらの各産業部門に従事している人々の数の変化は，その時代の経済社会がどの分野を中
心として動いているかを知る一つの指標である。
　　　　　　表一6　　産業3部門別就業者数と割合（万人，％）
年次 1970 19751980 19901995 1998
産業 （昭45） （昭50） （昭55） （平2） （平7） （平10）
全　産　業 5，094 5，223 5，5365，807 6，4566，514
第1次産業 886 611 577 509 367 343
（17，4） （12．7） （10．4） （8．8） （5．7） （5．3）
第2次産業 1，791 1，841 1，926 1，992 2，125 2，050
（35．2） （35．2） （34．8） （34．3） （32．9） （31．5）
第3次産業 2，409 2，701 3，020 3，2833，904 4，085
（47．3） （51．7） （45．6） （56．5） （60．5） （62．7）
（資料）総務庁統計局r労働力調査年報』より作成
　①一般的にいって，その国が農業国から工業国へと移行し，産業構造の高度化が進むにつれ
て，産業の比重は第1次産業から第2次産業へ，さらに第3次産業へと移行する。わが国も第
2次大戦前から第1次産業の比重を低めてきたが，第2次大戦後はこうした傾向が急速に進み，
表一6に示されたように，1970（昭和45）年には17．4％であった第1次産業への就業者数の割
合は，1998（平成10）年には5．3％へと減少している。
　②第1次産業への就業者割合の減少は，他の2産業部門での就業者割合の増加を意味し，こ
れらの産業が近代的な企業によって担われていることと相侯って，わが国の消費者のほとんど
大部分が勤労所得者（給料所得者）となっていることを示している。
　③勤労所得者は定期的に得られる所得（給料）を基礎に家庭経済の諸活動を営むところから，
その消費活動は，
　1）一般的に計画的消費行動がとりやすい
　2）勤労所得はまだ終身雇用制，年功序列型賃金体系によって行われる分野が多いので，ラ
　　　イフサイクルに合わせた消費行動がとりやすい
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表一7　　人ロの推移と将来人ロ
年　　次 総 人　口（千人） 人口増 年齢 3区分別人口構成比
（昭和・平成） 総数
?
女 加　率 0～14歳 15～64歳65歳以上
1930（5） 64，450 32，390 32，060 1．56 36．6 58．7 4．8
1935（10） 69，254 34，734 34，520 1．38 36．9 58．5 4．7
1940（15） 71，933 35，387 36，546 0．78 36．1 59．2 4．7
1945（20） 72，147 一2．29 36．8 58．1 5．1
1950（25） 83，200 40，812 42，388 1．74 35．4 59．7 4．9
1955（30） 89，276 43，861 45，415 1．17 33．4 61．3 5．3
1960（35） 93，419 45β78 47，541 0．84 30．0 64．2 5．7
1965（40） 98，275 48，244 50，031 1．13 25．6 68．1 6．3
1970（45） 103，720 50，918 52，802 1．15 23．9 69．0 7．1
1975（50） 111，940 55，091 56，849 1．24 24．3 67．7 7．9
1980（55） 117，060 57，954 59，467 0．78 23．5 67．3 9．1
1985（60） 121，049 59，496 61，5520．62 21．5 68．2 10．3
1990（2） 123，611 60，697 62，914 0．33 18．2 69．5 12．0
1995（7） 125，570 61，574 63，996 0．20 15．9 69．4 14．5
1998（10） 126，486 61，919 64，5680．25 15．1 68．7 16．2
一
2007（19） ＊127，782 62，418 65，364 0．02 14．3 65．0 20．7
2020（32） 124，133 60，30063，833 一〇．44 正3．7 59．5 26．9
2030（42） 117，149 56，694 60，455 一〇．66 12．7 59．3 28．0
2070（82） 83，773 40，59943，175 一〇．87 13．5 56．5 30．0
2070（82） 101，023 49，754 51，269一〇．34 16．0 58．2 25．2
（資料）総務庁統計局編『日本の統計』2000年版より
　　＊総人口が最大となると推定される年
3）　給料の銀行振込みの普及によって，銀行の決済機能が家庭経済にまで適用され，商品購
　　買代金の預金口座からの自動振込みが可能となり，各種の信用供与制度をも促進するな
　　どの特徴をもつ。
2．人ロ構造
人口の変化は商品の生産・流通・消費のあらゆる面に影響を与える基本的な環境要因である。
（1）人口の増加と増加率
人口増加の大きさ（size）と率（rate）の変化は，人口の変化に関する最も基本的な要因であ
る。
現段階でのわが国の人口変化に関する数値は表一7に示されている。
①第2次大戦終了時の1945（昭和24）年に7，214万7，000人であった総人口は1998（平成10）
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年現在では1億2，648万人となっている。こうした人口の増加傾向は，2007年の1億2，782万
1，000人をピークとしてその後は減少傾向に移行すると予測されている。
　②第2次大戦前では女性の人口よりも男性の人口の方が多かったが，第2次大戦以降では逆
に女性の人口の方が多くなってきている。こうした傾向は21世紀以降の将来人口についても継
続されると推定されている。
　③人口の増加率を見ると，1970年代までは1％台であった増加率は，1980年代以降は低下傾
向を辿り，1998（平成10）年では0．25％となっている。
　将来人口の推計では，2007年の増加率は0．02％，2020年には一〇．44％となり，人口増加率の
マイナス増加傾向は長い将来に亘って継続されるものと予測されている。こうした傾向は，一
般的にいって，
　1）　総体的な国内需要の減少と消費活動の縮小をもたらす
　2）選択的消費への比重を高め，消費のサービス化が促進される
　3）　労働力不足が進むことによって，商品流通では
　　a．コンピュータ・システムによる商品管理方式
　　b．セルフサービスの拡大やパートタイマーなどの非熟練労働の雇用
　　c．自動販売機による販売や通信販売などの省力販売方式
　　　などへの依存がより拡大する。
　　d．また，外国人労働への依存が高められることも考えられる。このことはわが国では未
　　　経験な多くの問題を派生させる
　ことにもなる。
（2）人口構成
　人口構成についても種々の角度から考察できるが，表一7を基礎にしてみてみよう。
　①表一7の年齢3区分別人口構成比で，0～14歳は年少人口である。15～64歳は生産年齢人
口で，義務教育を終了してあらゆる分野で社会的な生産活動に従事できる年齢層の人達である。
65歳以上は老年人口とされ勤労所得者であればいわゆる定年を迎えた人達といえよう。
　こうした3区分の人口構成を見ると，年少人口の減少傾向と，老年人口の増加傾向が指摘で
きる。近年のいわゆる少子化傾向と，平均寿命の伸長による高齢化社会の到来を象徴する数値
である。
　②こうした傾向は，端的に，??
）3
社会的な労働力不足を促進する
社会的生産活動に従事する生産年齢者層を相対的に縮小し，社会全体の経済成長力を減
退させる
老年人口の増加は，急速に高齢化社会を生み出し，その結果
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　　a．新商品に対する需要の相対的縮小と消費活動の保守化をもたらす
　　b．年金・恩給，公的医療費などの社会保障費が増大し，生産年齢者層に多くの経済的負
　　　担を課すこととなり，その可処分所得を相対的に縮小し，消費活動を圧迫する
　　c．高年齢者層に新たな所得獲得の機会をどのようにして見出だすかという社会問題を生
　　　じさせる
　ことにもなる。
（3）人ロピラミッド
　次に人口構成を人ロピラミッドでみてみると，
　①一般的には，人口は低年齢層は数が多く，中年齢層から高年齢層にかけて数が少なくなり，
山型の人口構成を示すのが普通である。わが国の人口構成は，第2次大戦後のいわゆる団塊の
世代と，そのジュニア世代という二つの人口増加時代を伴った壷型となっているところに特徴
がある。
　②低年齢層が壷の底辺をかたちつくっていることは，出生率の低下に伴う少子化傾向を示す
ものである。
③第2次大戦終了後に生まれた世代は1975（昭和50）年には50．6％となり，人口の半数以上
を占め，さらに，団塊ジュニアも1994（平成6）年には30％近くとなっている。
④高度経済成長期以降の豊かな時代を背景に成長してきたこれらの人達が社会の中心となる
ことによって，その価値観や社会観が新しい社会の形成に大きく影響する。その結果，
　1）　現在の若い世代の人達が，現在ならびに将来の消費経済をリードするようになり，新商
　　　品開発もこれらの年齢層を標的とする
　2）商品に対する要求が高度化し，個性化，多様化がさらに進む
　などが考えられる。
3．人ロの都市部への集中化傾向
　わが国での人口の移動傾向は都市への集中化傾向であり，第2次大戦以前からの傾向である。
これは産業構造が変化して，第3次産業の比重が高まり，経済のサービス化が進展してきた必
然的な結果といえよう。
　表一8に示されたように市部人口の割合は第2次大戦終了時である1945（昭和20）年の27．8
％から1990（平成2）年には77．4％へと増加している。ただし，市町村の合併によって市が誕
生したり大きくなったときには農村部を含むことになるので，人口密度は薄められる。そこで，
実質的な都市地域への人口集中は人口集中地区人口割合をみる必要がある。同表のこれをあら
わす数値によっても人口の都市への集中化傾向は著しく，1990年には人口の63．2％が都市部で
生活していることを示している。また，わが国の人口は東京圏（東京・神奈川・埼玉・千葉），
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表一8　人ロの都市部集中化傾向と平均世帯人員
年　　次 市部人口 人口集中地区 平均世帯
（昭和・平成） 割合 人口割合 人員
1945（20）27．8
1950（25）37．3 33．8 4．97
1955（30）56．1 38．5 4．97
1960（35）63．9 43．7 4．54
1965（40）68．5 48．1 4．05
1970（45）72．1 53．5 3．69
1975（50）75．9 57．0 3．44
1980（55）76．2 59．7 3．33
1985（60）77．0 60．6 3．14
1990（2） 77．4 63．2 2．99
（資料）　総務庁統計局『国勢調査報告』より
阪神圏（大阪・京都・兵庫），中京圏（愛知・三重・岐阜）に集中している。最近でのこれらの
地域への人口移動は低下の傾向にあるとはいえ，そこには巨大な消費市場が形成される。その
ため，消費活動は都市型消費行動となり，選択的消費やサービスなどへの需要を拡大する。ま
た，こうした人口密集地で多様な生活様式を持つ多数の消費者の巨大な消費需要を賄う商業機
構も，
　①消費者の住居に密着した地域ではその基礎的消費需要を充足するために，コンビニエンス
ストアなどの小売店形態が進展する
　②百貨店やスーパー・マーケットなどの大型小売店は店舗の拡大や新店舗の進出などによっ
て，選択的消費需要の拡大に対応するが，それだけに綿密かつ合理的な運営が不可欠となる
　③こうした地域に従来から存在してきた普通小売店さらには従来型の商店街は，大規模小売
店や新しい形態の小売店，ショッピングセンターなどとの激しい競争にさらされる
　④こうした地域での商品の物的流通も拡大し，交通事情の悪化などにともなって，中央卸売
市場の移転や，卸売団地や流通センターの新設など，商品の卸売機構にも多くの変化をもたら
す
　⑤こうした地域への第3次産業の集中は，女性の職場を拡大してその社会進出を促進し，家
庭経済での女性の所得割合を増加させる
　などの影響を与えることになる。
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表一9　家族類型別一般世帯数の割合　　（％）
年　次 195519601965 1970197519801985 1990 1995
（昭和・平成） （30） （35） （40） （45） （50） （55） （60） （2） （7）
核家族世帯 59．6 60．2 62．6 63．5 63．9 63．3 60．059 5 58．7
其他親族世帯 36．5 34．7 29．2 25．422．3 20．7 19．017．2 15．4
非親族世帯 0．5 0．4 0．4 0．40．2 0．2 0．2 0．2 0．3
単独世帯 3．4 4．7 7．8 10．8 13．5 15．8 20．8 23．1 25．6
（資料）総務庁統計局『国勢調査報告』より作成
4．家族構成
　消費活動が家庭経済（世帯を基礎）として営まれていることを考えると，家族構成を考察す
ることはその消費市場への影響を見ることになり，とくに小売機構への影響を探るうえでも大
きな要因の一つである。
（1）平均世帯人員
　表一8に示されたように，わが国の平均世帯人員数は第2次大戦直後には，1世帯5人家族
を平均としていたが，50年後の現在では1世帯3人家族を下回るようになった。こうした世帯
人員数の減少は消費活動単位での多種類・少量消費を益々促進し，消費の個性化をも促進する。
このため，商品生産それ自体も単種・大量生産だけでは消費需要に十分適応できなくなり，商
品特性の個性化・細分化，少量生産化が要求されることになる。また生産・消費を連結する流
通機構もその多様化が要請されることになる。
（2）核家族化の定着
　平均世帯人員数が3名以下になったことは，核家族化の定着をも意味する。わが国での家族
構成の変化を現す表一9によっても，核家族世帯は若干の減少を示しながらも定着しているこ
とが知られる。この世帯のなかには，夫婦だけの世帯，夫婦と子供，いずれかの親と子供との
世帯などが含まれる。こうした核家族世帯の定着は，基本的には産業構造のなかで第3次産業
が拡大し，勤労者世帯が大きな割合を占めるようになったことの反映である。その他，離婚率
の増加，高齢者世帯の増加などの原因も含まれる。
（2）単独世帯の増加
　表一9が現している40年間に，3世代以上が同居している世帯の割合は半減し，これに対し
て，単独世帯は8倍近くに増加して，1995年には全世帯の4分の1を占めるに至っている。単
独世帯の増加傾向は，結婚年齢の高齢化，女性の社会進出，結婚観や家庭観の変化，進学率の
上昇などの原因が考えられるが，同時に，
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表一10進学率と就職率　　（％）
年　　次 中学卒業者 高校卒業者 大学・短大への進学率
（昭和・平成） 進学率 就職率 進学率 就職率 含浪人
?
女
1955（30） 42．0 47．6 10．1 15．1 5．0
1960（35） 38．6 61．3 10．3 14．9 5．5
1965（40） 26．5 60．4 17．0 22．411．3
1970（45） 16．3 58．2 23．6 29．2 17．7
1975（50） 5．9 44．6 37．8 43．0 32．4
1980（55） 3．9 42．9 37．4 41．3 33．3
1985（60） 94．1 3．7 30．5 41．1 37．6 40．6 34．5
1990（2） 95．1 2．8 30．6 35．2 36．3 35．2 37．4
1995（7） 96．7 1．5 37．6 25．6 45．2 42．9 47．6
1999（11） 96．9 1．1 44．2 20．2 49．1 48．6 49．6
（資料）『学校基本調査』　総務庁統計局編『日本の統計』2000年版より
　①家庭電化製品に代表されるような家事省力型耐久消費財の普及
②加工食料品や調理済食料品の増大
③コンビニエンス・ストアに代表される新型小売店の拡大
　なども因果関係を持つと考えられる。とくに年齢が若い世代での単独世帯の増加は，家庭経
済の消費行動に大きく影響する要因とみることができる。
5．進学率と就職率
　わが国では，第2次大戦後，とくに経済の高度成長期以降，急速に高学歴社会化が進んだ。
このことは，産業構造の高度化が進み，人々の多くが勤労所得階層（サラリーマン）に属する
ようになり，終身雇用・年功序列型賃金体系のもとで，その所得は学歴によって大きく影響さ
れることがその一因といえる。家庭経済は子供達の将来の経済的安定を望み，高等教育を施す
ことに努めるようになるが，そのためには多くの教育費を必要とし，必然的に子供たちの数は
少なくなり，いわゆる少子化が促進されることになる。
　表一10の進学率と就職率を見ると，1980年代以降，義務教育を終えた青少年の進学率の上昇
と就職率の低下が顕著：であり，また大学・短大への進学率も急速に進み，特に1990年代にはい
ると女子の大学・短大への進学率は男子のそれよりも高くなってきている。
　これらのことは，一般的にいって，
　①生産年齢人口に属する多くの若者たちの社会的生産活動への参加を遅らせ，社会的な労働
力不足を促進する
　②生産年齢者層を相対的に縮小すると共に，この年齢者層に多くの社会的，経済的負担を課
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すことになる
　③進学率の向上は，消費活動における教育費の比重を高め，教育過程にある子女を持つ生産
年齢者層の経済活動を圧迫する　また，
　④高等教育を受けた多数の消費者が社会に送り出されることによって，従来，情緒的といわ
れた家庭経済の商品購買行動は合理的となり，価格志向を高め，また，消費者意識の改革をも
もたらし，消費活動の高水準化，個性化，多様化の推進が期待される
　ことになる。
6．女性の社会進出
　一般的にいって，家庭での消費活動は女性が主導する。第2次大戦以降，家庭経済における
女性の地位に大きな変化が生じ，このことが家庭経済の経済活動に大きく影響するようになっ
てきている。こうした変化をもたらす原因の一つは女性の社会進出による。
（1）女性の就業
　女性の社会進出の最も基本的な形態は就業である。女性の就業は新しいことではなく，農林
水産といった第1次産業，また，家内工業的な小規模企業による第2次産業，普通小売店に代
表される第3次産業では，女性は家族従業者として重要な生産労働の提供者である。このよう
に古くから女性も生産労働に従事してきているので，女性の就業は必ずしも，珍しいことでは
ない。
　最近いわれるようになった女性の就業は，
　①産業構造の高度化によって拡大した勤労者世帯（サラリーマン家庭）で，従来専業主婦と
して家事労働に専念していた主婦たちが，社会に出て就業し，所得を得るようになってきたこ
?
　②最初から企業，公務，教育その他の社会的生産領域に就業して，男子と対等に労働し，所
得を得ようとする女性が増大してきたこと
　を意味する。
　こうした新しい意味での女性の就業傾向は，女性に所得をもたらし，女性自身の意思による
消費活動を促進することになり，社会全体としての消費活動に大きく影響するものとなる。
（2）既婚女性の就業の増加
　産業構造の高度化に伴って増大した勤労者世帯では，夫は勤労者として所得を得，妻は専業
主婦として家事労働に専念するという家庭内分業が成立していたが，わが国では1970年代には
いると，いわゆるパートタイマーとしての既婚女性の就業が急速に拡大した。このことは，
　①特にサービス産業の拡大によって，時間的，時期的な需要の繁緩をパートタイマーによっ
て調整しようとしたこと
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②経済の低成長を背景に景気変動による労働力に対する需給の調節をパートタイマーによっ
て行おうとしたこと
③経済の低成長を背景に賃金の上昇率も低下したなかで，家庭経済での子供の教育や持ち家
のための資金を女性の収入に依存する傾向が出てきたこと
④家庭電化製品の普及，加工食品や調理済食品の発達が家事労働を軽減するようになったこ
?
⑤多くの産業や職場での事務作業の電子機器による自動化が進み，女性労働への依存が増加
したこと
　などによる。
表一11大学進学率の推移　　　（％）
年　次 短期大学 4年制大学 男　子 女　子 専門学校
（昭和・平成） 男子 女子 男子 女子 （短大＋4大） （短大＋4大） 男子 女子
1960（35） 1．2 3．0 13．7 2．5 14．9 5．5
1965（40）1 1．7 6．7 20．7 4．6 22．4 11．3
1970（45） 2．0 11．2 27．3 6．5 29．3 17．7
1975（50） 2．6 19．9 40．4 12．5 43．0 32．4
1980（55） 2．0 21．0 39．3 12．3 41．3 33．3 7．5 13．8
1985（60） 2．0 20．8 38．6 13．7 40．6 34．5 10．2 14．4
1990（2） 1．7 22．2 33．4 15．2 35．2 37．4 15．4 16．7
1995（7） 2．1 24．6 40．7 22．9 42．9 47．6 16．9 18．9
1996（8） 2．3 23．7 4L9 24．6 442 48．3 17．3 19．5
（資料）文部省『学校基本調査報告書』
（3）女性の高学歴化
　かつては女性は男性に依存する傾向が強かったが，女性が働くことに対する社会の認識が変
化してきた。また，女性自身も社会への進出によって自己実現をはかる傾向も増大してきた。
こうした女性の独立志向の背景に女性の高学歴化の進展が指摘できる。女性の大学進学率の増
加は，すでに表一10によって説明したが，表一11によって考察すると，
　①女性の大学への進学は短期大学とする風潮があったが，1970年代後半から，短期大学への
進学は微増にとどまり，4年制大学への進学が増加してきている。とくに，1996年（平成8）
年には短大への進学よりも4年制大学への進学率の方が大きくなっている。
　②短大と4年制大学とを合わせた大学進学率は，1990年以降では男性のそれよりも女性のほ
うが高くなってきている。
　第2次大戦前のわが国の女性に対する高等教育は良妻賢母型の女性の育成を目指していたが，
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戦後はこうした風潮に変化がおき，女性の進学も多様な学部にわたるようになった。しかし，
表一12に見られるように，女性の大学進学は，人文科学，教育，家政などの学部が多く，社会
科学や理工系学部への進学が少ないことが特徴とされた。こうした傾向も，最近では社会科学
系の学部に進学する者も多く，理工や農学部への進学も増加してきている。また，保健として
示されている医学，歯学，薬学などへの進学も高い水準を維持している。
表一12　女子の専攻学部の変化
年次 人文ﾈ学
社会
ﾈ学 理学部 工学部 農学部 保健 家政 教育 芸術
教　養
ｻの他
1952 23．8 4．2 2．4 0．6 0．7 9．4 9．9 43．1 3．8 1．9
1962 41．9 4．4 2．3 0．5 0．7 9．1 9．4 23．8 6．4 1．5
1972 36．8 13．1 2．1 0．8 1．4 8．0 8．7 19．5 7．0 2．7
1982 35．6 14．5 2．4 1．7 2．0 9．2 8．17．7 7．2 1．7
1992 36．3 19．1 2．3 2．5 2．4 8．5 6．8 14．5 5．9 1．8
1996 32．2 26．8 2．6 4．8 3．4 7．7 4．9 10．6 5．1 2．0
（資料）文部省『学校基本調査報告書』より抜粋
（4）独立志向の女性の増加
　女性の高学歴化や専攻学部の変化などに伴って，企業では専門職や管理職となる女性が増え，
また，小中学校の教師，薬剤師などは女性が比較的に多い職種となり，医師，歯科医師，公認
会計士，弁護士などの専門職や資格職として働く女性も増加してきている。こうした領域で社
会に進出している女性の多くは，仕事中心と考え，自分の能力，技能，資格を生かして，より
自己実現を果たしていくことを就業の目的としている。こうした独立志向の女性の増加は，
　①安定した所得が得られので，その経済的地位を向上させ，家庭や結婚に対する意識改革を
もたらす
　②独身と結婚の経済的利益を比較すると前者の利益が優先するようになり，女性の晩婚化，
未婚率や離婚率の上昇をもたらす
　③家庭電化製品の普及，家事代替サービス産業の発展，スーパーマーケット，コンビニエン
スストア，通信販売，加工食品や調理済食品の増加，など商品や商業機関の発展などとの相互
依存関係を促進する
　ことにもなる。
　こうした傾向は，家庭経済構造の中に単独世帯の比重を高め，消費構造の高度化・多様化を
益々促進する要因となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未　完）
86 『明大商学論叢』第83巻第1号 （86）
VIおわりに
　はじめに指摘したように，本稿は消費者を国民経済の一構成要素と把え，その消費活動とこ
れに影響する諸要因について若干の考察を試みようとしたものである。しかし，本稿は取り上
げている視点や諸要因についても未整理の部分が多く，その考察も不十分である。また，本稿
は，もともと，論叢に発表することを想定して記述したものではなく，したがって，論文とし
ての体裁を整えたものともなっていない。
　こうしたところから，今の段階で，本稿を商学論叢に掲載することには大いに躊躇されると
ころであるが，諸般の事情により，敢えて掲載のお許しをお願いしたものである。
